
改正新旧対照表土木設計業務等委託の監督要領 土木設計業務等委託の監督要領（趣旨） （趣旨）

       ※：担当課長は、担当課長又は担当課主幹とする。        ※：担当課長は、担当課長又は担当課主幹とする。（調査業務及び分担） （調査業務及び分担）

(３)  検査職員    土木設計業務等委託検査要領（令和５年７月２８日付技第８２号、用対                      第４８号）による。

(8)　検査員の「確認検査」及び「部分引渡し検査」に先立つ、当該成果品及び当該引渡し成果品の照査［総括調査員、主任調査員、調査員］ (8)　検査職員の「確認検査」及び「部分引渡し検査」に先立つ、当該成果品及び当該引渡し成果品の照査［総括調査員、主任調査員、調査員］（調査職員の任命） （調査職員の任命）４　土木設計業務等委託契約第１４条１項で定める管理技術者等の交換要求については、原則として、調査責任者又は総括調査員の名において行うものとする。 ４　土木設計業務等委託契約第１４条１項及び現場技術業務等委託契約書第１３条１項で定める管理技術者等、及び測量・調査業務等委託契約書第１４条１項で定める主任技術者等の交換要求については、原則として、調査責任者又は総括調査員の名において行うものとする。

調査員当初設計額 １，０００万円以上 １，０００万円未満○ 内１名
第６　委託契約締結後、課長並びに所長は、直ちに当該業務を担当させる調査職員を、第４で定める区分に基づき、当該所属の技術職員のうちから任命するものとする。
２　本課契約等で上表の区分によりがたい場合は、別途定めることができる。

調査員

（用語の意義）第２　この要領において、次の各号に挙げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。(１)  本課契約　　事業課において、受注者と契約を締結する委託業務(２)  機関契約　　本課契約以外の委託業務
○ 主任調査員主任調査員 調査員 総括調査員

（調査責任者）
当初設計額 １，０００万円以上 １，０００万円未満総括調査員

第３　調査職員を指揮するため、調査責任者をおく。２　調査責任者は、本課契約にあっては当該契約を担当する事業課長（以下「課長」という。）、機関契約にあっては当該契約を担当する出先機関の長（以下「所長」という。）とする。
担当課長※ 又は○

第４　調査職員は、次の表の区分により総括調査員、主任調査員及び調査員をおく。 第４　調査職員は、次の表の区分により総括調査員、主任調査員及び調査員をおく。
○

(３)  検 査 員     土木設計委託業務等検査要領（平成２０年３月３１日技第２２５号）による。

係長 又は○
２　調査責任者は、本庁契約にあっては当該契約を担当する本庁事業課長（以下「課長」という。）、機関契約にあっては当該契約を担当する出先機関の長（以下「所長」という。）とする。

○主任主査、主査、主任主事、主事内２名 ○
第５　調査職員は、土木設計業務等委託契約書、現場技術業務等委託契約書、測量・調査業務等委託契約書、特記仕様書及び共通仕様書で定める事項の範囲内において監督を行うものとする。

主任調査員
第５　調査職員は、土木設計業務等委託契約書、特記仕様書及び共通仕様書で定める事項の範囲内において監督を行うものとする。 ２　本庁契約等で上表の区分によりがたい場合は、別途定めることができる。○主査、主任技師、技師

第６　委託契約締結後、課長並びに所長は、直ちに当該業務を担当させる調査職員を、第４で定める区分に基づき、当該所属の職員のうちから任命するものとする。
○○ 内２名○ ○内１名主幹相当職 主幹相当職担当課長※係長

(１)  本庁契約　　事業課において、受注者と契約を締結する委託業務(２)  機関契約　　本庁契約以外の委託業務（調査（監督）責任者）
又は○総括調査員 主任調査員 調査員 総括調査員又は○

第３　調査（監督）（以下「調査」という。）職員を指揮するため、調査責任者をおく。

備考現　　行 改　　正
（用語の意義）

○ ○

第１　県土マネジメント部の発注する土木設計業務等、現場技術業務等及び用地関係業務の委託契約の適正な履行を確保するため、地方自治法第234条の2第1項に規定する監督の実施に関する事務の取扱いについては、地方自治法施行令、奈良県契約規則その他別に定めがあるもののほか、この要領の定めるところによるものとする。第１　県土マネジメント部の発注する土木設計業務等の委託契約の適正な履行を確保するため、地方自治法第234条の2第1項に規定する監督の実施に関する事務の取扱いについては、地方自治法施行令、奈良県契約規則その他別に定めがあるもののほか、この要領の定めるところによるものとする。 第２　この要領において、次の各号に挙げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。



　　　この要領は、平成２０年４月１日から改正施行する。　　　この要領は、令和５年８月１日から改正施行する。附　則（施行期日） （施行期日）　　　この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 　　　この要領は、平成１２年４月１日から施行する。附　則 改　　正　　　この要領は、平成２０年４月１日から改正施行する。現　　行 備考


